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小樽市雪対策基本計画

〈中間見直し〉



雪対策基本計画の中間年における見直しの実施

１　見直しの考え方

２　見直しの内容

３　取組の評価

　「雪対策基本計画」は、小樽市総合計画（第７次）を上位計画と
して、中・長期計画に位置付けられ、冬の市民生活や経済活動を支
えるため、将来を見据えた雪対策の指針として基本計画が策定され
ました。
　この計画は、令和２年度から令和１０年度までの９年間を計画期
間と定めていますが、これまで行った各施策の取組状況と達成状
況、社会環境等の変化を踏まえ検証し、今後の取組に対する効果的
な進め方等につきまして、中間年にあたる令和６年度に中間見直し
を行うことにしました。

　令和６年度以降の取組について、これまでの施策の取組や検証結
果等を踏まえ、当初設定した指標内容や目標値が取組内容と合致し
ない項目及び社会環境等の変化により実態と相違がある項目につい
て見直しを行いました。
　また、各施策の取組状況や検証結果等を考慮し、進行管理表の見
直しを行いました。

　具体の取組について、令和２年度から令和５年度までの取組内容
を項目ごとに評価しました。なお、評価基準は下表のとおり。

A B C ー

目標値を達成
目標値は未達成である

が、取組を継続中
具体の取組に未着手

指標の「見直し又は新た

に設定」により評価不能

評価基準
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1 計画策定の主旨

－　１　－

　本市では、令和元年度に第７次小樽市総合計画を策定しました。
　この総合計画は、将来都市像に「自然と人が紡ぐ笑顔あふれるまち　小樽」を掲げ、これ
を実現していくために、市政の各分野を、「子ども・子育て」、「市民福祉」、「産業振
興」、「生活基盤」、「環境・景観」、「生きがい・文化」に分類し、「まちづくり６つの
テーマ」として体系付けています。
　「生活基盤」では、「生活基盤が充実した安全で暮らしやすいまち」をテーマに、「除排
雪」を施策に位置付けています。
　平成２８年度に行った市民アンケート調査によると、図１-２に示すとおり、「除排雪」
は、市民の満足度が低く、今後の重要度が高い領域の施策との結果になっています。
　これまで、「除排雪」に関しては、毎年、除雪懇談会等を開催し、地域の皆さんからの声
を聴きながら、計画的に取り組んできたところですが、近年の人口減少、高齢化の進行など
の社会環境の変化に加え、除排雪作業を担う建設業の人材不足、市の財政状況などを勘案す
ると、このままでは、将来的に除雪体制の維持が困難となる可能性があります。
　そこで、今後も継続して、冬の市民生活や経済活動を支えるために、将来を見据えた雪対
策の指針となる基本計画を策定することとしました。

「除排雪」

※第７次小樽市総合計画より抜粋、作成

・図１－１ 計画策定の主旨

・図１－２ 市政に対する現在の満足度と今後の重要度（平成２８年度 市民アンケート調査）



2 計画の構成

（１） 計画の位置付け

（２） 目標と重点施策

－　２　－

　「雪対策基本計画」は、小樽市総合計画（第７次）を上位計画として、中・長期計画に位
置付けられ、関連する個別の事業計画などとも整合と連携を図ります。
　計画期間は、令和２年度から令和１０年度までとします。

　雪対策基本計画は、第７次小樽市総合計画で掲げた目標「北国ならではの自然環境の中、
冬期間であっても、外出しやすいと感じられる環境や安全・安心で快適な市民生活の確保を
目指します。」に向けて、重点的な施策として、一つ目は「効率的な雪対策の充実」、二つ
目は「市民との協働による雪対策の推進」、三つ目は「雪堆積場等の確保」の3点の柱立て
を行い、具体的な取組については、克雪、親雪、利雪を意識して位置付けます。

・図２－１ 計画の位置付け

・図２－２ 計画の目標と重点施策



■重点施策の体系

－　３　－

　重点施策における３点の柱立てについては、今後の取組の方向性と具体の取組を、下図の
とおりに位置付けます。



3 重点施策Ⅰ　効率的な雪対策の充実
（１） 現状と課題

① 市の除雪体制

－　４　－

　本市の国道等を含めた除雪路線は、表３-１のとおりとなっており、市が除雪作業を行う延
長が５１２ｋｍとなっています。
　市の除排雪体制は、図３－１に示すとおり、市内を７地域（石狩湾新港地域と小樽港臨港
地区を除く）に分け、歩道や車道の除排雪、砂散布などの凍結路面対策などの管理を一括し
て民間へ委託する「地域総合除雪」を採用しています。
　なお、石狩湾新港地域では除雪作業のみを行っており、小樽港臨港地区のふ頭内道路は港
湾管理者が除雪業務を行っています。
　「地域総合除雪」では、各地域に除雪ステーションを配置し、冬期間の路面管理や住民等
からの問い合わせ、要望、苦情等の対応を市と連携を取りながら行っています。
　除雪作業は、表３-２に示すとおり、除雪路線を第１種～第３種に格付けした出動基準（目
安）に基づき、通勤、通学時に間に合うように除雪作業を行っています。
　ただし、気象状況や交通状況等を勘案して、安全が確保できる範囲で、日中に除雪作業を
行う場合もあります。

・図３－１ 小樽市内の除雪体制

・表３－１ 除雪路線

・表３－２ 除雪作業の出動基準（目安）

◆課題１◆
冬期間の安全な交通を確保するために、各地域内の刻々と変わる路面状況を把握

しながら、適切なタイミングによる除排雪作業の必要があります。

●方向性１ 冬の安心で安全な交通の確保

・取組① 地域総合除雪体制による安全な交通の確保
・取組② 交通事業者等との連携強化

●方向性２ 持続可能な雪対策の推進
・取組③ 除雪ステーションにおける管理運営の効率化

(12ページ参照)

(13ページ参照)

（H31年3月現在）



② 除雪ステーション
　冬期間、市内に配置している除雪ステーション（７地域）の運営は、図３-２のとおりと
なっており、共同企業体（JV）の管理技術者が、道路状況等を確認し、除雪機械のオペレー
タに作業の指示を行っています。
　管理技術者は、主に建設業に携わる土木技術者が担っており、図３-３のとおり、３５歳以
下の若い人材が不足している状況です。
　また、除雪機械オペレータは、図３-４のとおり、平成２６年度と比較して人員が増えてい
るとはいえ、徐々に高齢化が進んでいる状況となっています。

－　５　－

・図３－２ 除雪ステーションの運営

・図３－３ 管理技術者（業務主任・副業務主任）の年齢構成

・図３－４ 除雪機械オペレータの年齢構成

◆課題２◆
除雪業務を継続するためには、管理技術者や除雪機械オペレータ等の担い手を確

保し、その技術（経験）等を引き継いでいく必要があります。

●方向性２ 持続可能な雪対策の推進

取組③ 除雪ステーションにおける管理運営の効率化

(13ページ参照)



③ 「市民の声」

－　６　－

　市民の皆さんからの要望、苦情等を「市民の声」として、表３-３に示すとおり、１３項目
に分類して取りまとめています。
　年度別の「市民の声」件数は、図３-５に示すとおりとなっており、除雪依頼と除雪後の苦
情が全体の約５割を占めています。

・図３－５ 年度別「市民の声」件数の推移（H27～H30）

・表３－３ 「市民の声」の分類

◆課題３◆

「市民の声」には、日常の道路パトロールだけでは把握しきれないような、地域に住

んでいる人が気づく情報が含まれていますので、これらの情報を有効に活かす必要

があります。

●方向性２ 持続可能な雪対策の推進
・取組③ 除雪ステーションにおける管理運営の効率化

(12ページ参照)●方向性１ 冬の安全で安心な交通の確保
・取組② 交通事業者等との連携強化

(13ページ参照)

※「その他」に、項目番号５～１３を含む



④ 除雪費

－　７　－

　平成２１年度からの除雪費の推移は、表３-４のとおりとなっております。
　図３－６のとおり、気象状況等により、除雪費は変動しますが、人件費や電気代等の費用
が、年々、上昇傾向にあります。
　除雪費の内訳は、除排雪作業に関わる経費（除雪経費と排雪経費の合計）が全体の約５割
を占め、ロードヒーティングの経費が約２割となっています。
　人口１人当たりの除雪費の推移は、図３-７とおりとなっており、平成３０年度の人口１人
当たりの除雪費は１２，７００円程度であり、今後、人口減少に伴い、増えることが想定さ
れます。

・図３－６ 累積積雪深と除雪費の推移（H21～H30）

・表３－４ 除雪費の推移

◆課題４◆
市の限られた財源を有効に活用するため、コスト縮減に取組むとともに、より効率的、

効果的な雪対策の必要があります。

●方向性２ 持続可能な雪対策の推進

・取組③ 除雪ステーションにおける管理運営の効率化

・取組④ 除雪機械の計画的な維持・更新

(13、14、15ページ参照)

・取組⑤ ロードヒーティング設備の計画的な更新と維持

※累積積雪深（るいせき せきせつしん） ： 日々の積雪深を累計した値



⑤ 除雪機械

－　８　－

　除雪作業で使用される主な機械は、図３-８に示す４機種となっています。
　除雪ステーションでは、市と民間企業が所有している除雪機械（タイヤドーザ等）が、約
１６０台、稼働しています。特に、ロータリ除雪車や砂散布車については、冬期間の除雪作
業以外で使用されることがない専用車両であるため、民間企業で所有することが難しい状況
となっています。
　このため、主にロータリ除雪車は本市が所有し、除雪ステーション等へ貸与しています。
　市が所有している除雪機械は、一般的な耐用年数（１５年）を過ぎている除雪機械が約６
割を占めており、老朽化が進んでいます。

・表３－５ 市が所有している除雪機械の稼働年数別台数

・図３－７ 人口１人当たりの除雪費（H25～H30）

◆課題５◆
安定的な除排雪体制を継続するために、除雪機械の確保と老朽化している除雪機

械の計画的な更新等を行っていく必要があります。

●方向性２ 持続可能な雪対策の推進

・取組④ 除雪機械の計画的な維持・更新

(14ページ参照)



－　９　－

◆タイヤドーザ

※主に生活道路等の除雪作業を行います。

冬期、除雪作業の主力となる機械です。

市所有台数 ： ２台

民間企業所有台数 ： １１０台

（Ｈ３０年実績）

※（参考）車体価格 約２０，０００千円/台

◆ロータリ除雪車

※除雪した雪を積上げる作業を行います。

排雪作業時には、ダンプトラックに雪を積込みます。

市所有台数 ： ２５台

市リース車 ： ７台

民間企業所有台数 ： ５台

（Ｈ３０年実績）

※（参考）車体価格 （大型）約４０，０００千円/台

◆グレーダ

※主に幹線道路の除雪作業を行います。

路面整正の作業にも使用します。

夏期には、道路工事用の機械となります。

市所有台数 ： １台

民間企業所有台数 ： １４台

（Ｈ３０年実績）

※（参考）車体価格 約４０，０００千円/台

◆砂散布車

※凍結路面対策で砂散布を行います。

冬期専用車両です。

市所有台数 ： ０台

民間企業所有台数 ： ６台

（Ｈ３０年実績）

※（参考）車体価格 約３０，０００千円/台

・図３－８ 主な除雪機械



⑥ ロードヒーティング設備

　ロードヒーティング設備については、平成２年「スパイクタイヤ粉じん発生防止に関する
法律」が施行され、スパイクタイヤからスタッドレスタイヤに移行する時期に整備された場
所が多い状況となっており、平成３１年４月現在、２３２箇所に設置されています。
　稼働年数別の箇所数は図３-９のとおりであり、設置後１５年以上を経過している施設が９
割を超える状況となっています。
　ロードヒーティング設備の種類は、雪を融かす熱源により、電熱線方式、ガス方式、灯油
方式の３種類に区分しています。設置面積の内訳は、表３-６のとおり、全体の約９割が電熱
線方式となっています。
　各方式の設備を運転するための使用料金の推移は、表３-７、図３-１０のとおりとなって
います。特に、この１０年では、電熱線方式の電気代の増加が顕著な傾向となっておりま
す。
　面積当りの使用料金の推移に注目すると、図３-１１のとおり、電熱線方式は、平成２１年
度と比較して、平成３０年度には約１．８倍となっています。
　このような状況の中、近年、タイヤ性能が向上していることを考慮し、砂散布等の凍結路
面対策を行いながら、表３-８に示すとおり、試行的に、ロードヒーティング設備の部分的な
停止を行っております。

　

－　１０　－

・図３－９ ロードヒーティング設備の稼働年数別の箇所数

表３－６ ロードヒーティング設備の稼働面積（熱源別）

◆課題◆
急坂路の安全な交通を確保するために、ロードヒーティング設備は、計画的な維持・

更新と併せて、コスト縮減に取り組む必要があります。

●方向性２ 持続可能な雪対策の推進 (15ページ参照)

・取組⑤ ロードヒーティング設備の計画的な維持と更新

表３－７ ロードヒーティング設備の使用料金（熱源別）

（H31年3月現在）



　

－　１１　－

・図３－１０ ロードヒーティング設備の使用料金（熱源別）

・表３－８ ロードヒーティング 方式別面積（Ｈ３０）

・図３－１１ ロードヒーティング設備の面積当り使用料金（熱源別）

（H31年3月現在）



（２） 取組の方向性と具体の取組（重点施策Ⅰ　効率的な雪対策の充実）

１） 方向性１　冬の安全で安心な交通の確保

取組 ①　　地域総合除雪による安全な交通の確保

（ⅰ）地域総合除雪体制の継続、維持

（ⅱ）予防保全的な除排雪作業の実施

取組 ②　　交通事業者等との連携強化

（ⅰ）バス道路等の幹線道路の安全な通行の確保

（ⅱ）通学路の安全確保
　　　学校周辺、通学路等の交差点の見通しなどの安全を確保します。
　　　教育関係者から、道路利用者（児童等）の目線による道路情報の提供を活用します。

－　１２　－

　「地域総合除雪による安全な交通の確保」に取組む内容は、次の（ⅰ）、（ⅱ）のとおり
です。併せて、目標となる指標を示します。

　　　各地域に応じた除排雪作業を総合的な判断のもとで効率的に行うために、地域
　　総合除雪の体制を、今後も継続・維持します。

　　　道路パトロールにより、的確に道路状況を把握し、気象情報等も参考にしなが
　　ら、予防保全的な除排雪作業を行います。

　「交通事業者等との連携強化」に取組む内容は、次の（ⅰ）～（ⅴ）のとおりです。併せ
て、目標となる指標を示します。

　　　特に、バス道路等、交通量の多い幹線道路では、気象状況により路面状態が日々
　　刻々と変わりますので、交通事業者（バス、タクシー事業者等）の目線による道路
　　情報の提供を活用します。

　冬期間の道路状況は、降雪や気温の変動等により刻々と変わりますので、適切なタイミン
グでの除排雪作業、凍結路面対策を行い、冬の安全で安心な交通を確保します。



（ⅲ）市職員等による道路状況のモニタリング（監視等）情報の活用

（ⅳ）国道、道道の道路管理者との除雪体制連絡会議の充実
　　　道路管理者間で、除雪体制連絡会議を複数回、開催して、除雪体制等の情報を共有し、
　　連携、協力を図ります。

（ⅴ）市民の皆さんとの情報共有

２） 方向性２　持続可能な雪対策の推進

　人口減少により、除雪業務の担い手不足等が想定される中、将来にわたり、安定した除雪
体制を維持するために、持続可能な雪対策を推進します。

取組 ③　　除雪ステーションにおける管理運営の効率化

（ⅰ）ＩＣＴ（情報通信技術）の導入

（ⅱ）除雪業務における技術の継承

－　１３　－

　　　市職員等が通勤時の道路状況を除雪対策本部へ報告するなど、道路パトロールを補完
　　する仕組みを構築します。

　　　除排雪の作業状況等の情報発信と、市民の皆さんから寄せられる道路情報を効率的に
　　収集する仕組みを検討します。

　「除雪ステーションにおける管理運営の効率化」に取組む内容は、次の（ⅰ）～（ⅴ）の
とおりです。併せて、目標となる指標を示します。

　　　管理運営に関わる技術者の負担軽減を図るため、IoT（Internet of Things）技術等
　　を活用して、日々の降雪量の観測、除雪機械の作業状況の把握や管理日報等の事務処理
　　の省力化を図ります。併せて、冬期間の道路状況を把握するために、ＡＩ（人工知能）
　　の活用を検討します。

　　　除雪機械にドライブレコーダやスマートフォン等を搭載し、除雪作業の状況や作業上
　　の注意事項（支障物等）を地図上に表示する技術等を活用するとともに、地域の事情に
　　精通している除雪機械のオペレータの技術（経験）等を、若い人材を育成しながら、次
　　世代に引き継いでいきます。



（ⅲ）除雪業務の担い手の確保

（ⅳ）除雪事業者の確保

（ⅴ）除雪ステーション間の連携・協力

取組 ④　　除雪機械の計画的な維持・更新

（ⅰ）除雪機械の更新

（ⅱ）除雪機械の維持

－　１４　－

　　　市は、除雪ステーション間の調整を行い、大雪時の作業の遅れ、除雪機械の故障、イ
　　ンフルエンザ等の蔓延による除雪オペレータ不足等に備え、全市的な除雪ステーション
　　間の応援態勢の構築を目指します。

　「除雪機械の計画的な維持・更新」に取組む内容は、次の（ⅰ）～（ⅲ）のとおりです。
併せて、目標となる指標を示します。

　　　除雪機械は、耐用年数（１５年）が過ぎている除雪機械が約７割を占めていることか
　　ら、安定的な除雪体制を継続するためにも、老朽化している除雪機械の更新を計画的に
　　行っていきます。

　　　除雪機械は、定期点検等において、予防保全的に部品交換を行っていくなど、延命化
　　に努めます。

　　　市内には、民間のみの除排雪を主に行っている事業者も活動しています。
　　　現在、市が発注する除雪業務の再委託は、一部の作業（凍結路面対策等）に限定して
　　いますが、この条件を緩和するとともに、市の除雪業務への登録業者数を増やすことな
　　ど、幅広に民間の除雪事業者を確保する仕組みを検討します。
　　　このことにより、除雪作業と排雪作業が重なる繁忙期や大雪時の除排雪作業に備える
　　ことが可能になるものと考えています。

　　　除雪業務の担い手（管理技術者、除雪オペレータ等）を確保するために、除雪事業
　　者の通年の業務を確保することにつながるような方策（夏冬の維持業務等の一括発注
　　など）を調査、研究します。



（ⅲ）除雪機械の確保

取組 ⑤　　ロードヒーティング設備の計画的な維持・更新

（ⅰ）ロードヒーティング長寿命化計画の策定

（ⅱ）ロードヒーティング経費の縮減

（ⅲ）地域熱（下水熱等）の活用

－　１５　－

　　　民間企業で保有が難しくなっている除雪機械（砂散布車等）は、本市が確保し、除排
　　雪作業の体制を維持していきます。

　「ロードヒーティングの計画的な維持・更新」に取組む内容は、次の（ⅰ）～（ⅲ）のと
おりです。併せて、目標となる指標を示します。

　　これまで、バス道路等の重要度の高い道路を中心にロードヒーティング設備の全面的な
　更新を進めてきましたが、今後、「ロードヒーティング長寿命化計画」を策定し、今まで
　の維持管理の経験等を踏まえ、設備の状態を把握、監視しながら、部分的な更新（補修を
　含む）も検討することにより、効率的で経済的なロードヒーティング設備の方式（電気、
　ガス等）を検討することや延命化を図り、冬期間の安全な通行を確保します。

　　砂散布等の凍結路面対策を行うなど、冬期間の安全な通行を確保できる範囲に限定され
　ますが、引き続き、ロードヒーティング設備の試行的な部分停止を行い、融雪に必要な電
　気代等のコスト縮減の取組を進めます。
　　併せて、ロードヒーティングの効率的な運転方法について、ＡＩ（人工知能）を活用す
　るなど、調査、研究を進めます。

　　　ロードヒーティング経費のコスト縮減の取組として、融雪の熱源に地域熱（地中
　　熱、下水熱、工場廃熱等）を活用する仕組み、可能性について調査、研究を進めます。



4 重点施策Ⅱ　市民との協働による雪対策の推進

（１） 現状と課題

① 貸出ダンプ制度
　貸出ダンプ制度は、市民の皆様が居住する地域の冬期間の交通を確保するため、町会など
が、自主的に生活道路の排雪を行う際に、市がダンプトラックを無償で派遣し運搬処理を行
うことにより、町会などの排雪費用の軽減を図るものです。（図４-１を参照）
　この制度は、昭和５４年度（1979年度）から実施されており、市民の皆さんとの協働事
業であります。

　貸出ダンプ制度を利用して排雪する路線は、生活道路において、狭隘で急坂な場所が多
く、主に４トンダンプを使用して運搬しています。
　平成２６年度からの利用状況は、表４-１のとおりとなっており、平成２６年度と平成３０
年度を比べると、少雪の影響等もあり、実施済団体数は３割程度減少し、決算額は１/３程度
となっています。
　申込団体数が、年々、減ってきている理由としては、利用者の高齢化に伴い費用負担が難
しくなっていることや、積込業者と契約金額が合わない等の理由が挙げられます。
　また、制度の対象外である「道路以外の雪（住居屋根の雪、駐車スペースの雪等）」の排
雪に、この制度が利用されている実態も見受けられます。
　また、地域別の利用状況は、図４-２に示すとおりです。貸出ダンプ制度を利用して排雪作
業を行っている生活道路の約４割が私道となっています。
　なお、私道路の利用に地域差があることは、地域によっては、私道路であっても多くの人
が利用している実態や、地域ごとに私道路の延長に違いがあることが考えられます。

－　１６　－

(排雪の運搬依頼)

契約

配車

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 登録
申請

小樽市

町会等
（団体）

契約
積込業者

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ組合

(排雪の積込､安全管理)

排雪積込作業

・図４－１ 貸出ダンプ制度の利用

・表４－１ 貸出ダンプ制度の利用状況

◆課題１◆
今後の制度利用、運用に当たっては、昭和５４年当時にこの制度を立ち上げた趣旨

に立ち返って、冬の生活道路における安全な通行を確保するために、時代の変遷に

合わせた新たなルールづくりの必要があります。

●方向性３ 地域で支え合う雪対策の推進

・取組⑥ 生活道路の除排雪支援

(24ページ参照)

配車



－　１７　－

・図４－２ 地域別 貸出ダンプ制度の利用状況（市道と私道）

単
位
：
ｍ



② 生活道路等の除雪
　北海道内の他都市では、協働の取組として、小型除雪機（１０馬力程度）を活用して、町
会等の団体が、歩道、生活道路及び小中学校の通学路等の除排雪作業を行っている事例があ
ります。
　また、ゴミステーション回りや高齢者宅等の除雪に、小型除雪機が使用されている例も見
受けられます。
　本市においても、他都市と同様に、地域の有志ボランティアの方が、小型除雪機等によ
り、個人的に地域を支える活動を行っている事例があります。

－　１８　－

小型除雪機（１０馬力程度） 生活道路の小型除雪機を使用した除雪作業状況

・表４－２ 小型除雪機の支援事例（北海道内）

●方向性３ 地域で支え合う雪対策の推進

・取組⑥ 生活道路の除排雪支援
(24ページ参照)

・取組⑧ 福祉除雪等の推進

有志ボランティアの方々が個人的に行っている地域活動を支える除排雪作業の活動を、

市と町内会等団体が、組織的に支援する必要があります。

◆課題２◆

(25ページ参照)



③ 雪置場（ゆきおきば）の確保
　地域住民の皆さんが除排雪作業に使用する小規模な空き地を「雪置場（ゆきおきば）」と
称していますが、その確保については、土地所有者の了解が得られないなどの状況が見受け
られます。

④ 砂まきボランティア制度
 

－　１９　－

登録、連絡

市民 市 建設部

①砂まき作業

（１１月～３月）
②砂回収作業

（３月～５月）

①凍結路面用 散布砂の配達

②回収した砂の運搬処分等

・図４－２ 砂まきボランティア制度

・図４－３ 砂まきボランティアの登録数

◆課題４◆
今後は、図４-３のとおり、登録数が平成２８年度の２４５件をピークに、減少傾向が
見受けられるため、砂まきボランティア制度の理解と周知等、市民の皆さんに御協力

をいただくためのPR活動等の必要があります。

◆課題３◆

冬期間、雪置場の確保に向け、土地所有者等へのインセンティブ（報酬等）の必要があり

ます。

●方向性３ 地域で支え合う雪対策の推進

・取組⑥ 生活道路の除排雪支援

(24ページ参照)

・取組⑧ 福祉除雪等の推進

●方向性３ 地域で支え合う雪対策の推進

・取組⑦ 砂まきボランティアの推進

(25ページ参照)

(25ページ参照)



⑤ 福祉除雪
　本市では、冬期間の除排雪困難な高齢者世帯などに対して、福祉除雪として、表４-３-１
に示すとおり、３種類の支援制度を設けており、登録世帯数と実施世帯数の推移は表４-３-
２のとおりとなっています。
　利用対象となる世帯は、市民税所得割非課税世帯となりますが、民生児童委員を通じて利
用申請を行います。
　特に、「福祉除雪サービス事業」は、除雪ボランティアの方々の作業や歳末たすけあい共
同募金が財源となっており、市民、町内会等の皆さんの善意が、この活動を支えています。
　除雪ボランティアの登録数に注目しますと、表４-４のとおりとなっています。
　社会福祉協議会では、「除雪ボランティア講座」を新たな取組として開催するなど、除雪
ボランティア登録数の確保に努めています。

－　２０　－

・表４－３－１ 福祉除雪

◆課題５◆
高齢者や身体障がい者等のいわゆる「除雪弱者」へは、行政だけではなく、地域住民

等のボランティア活動も行われており、行政と地域住民等の連携協力や情報等を共有す

る必要があります。

福祉除雪と合わせて、福祉除雪の対象者（市民税所得割非課税世帯）でない人も含め

た「除雪弱者」への除雪作業の支援を、協働の取組として考えていく必要があります。

●方向性３ 地域で支え合う雪対策の推進

・取組⑧ 福祉除雪等の推進

(24ページ参照)・取組⑥ 生活道路の除排雪支援

・表４－４ 除雪ボランティア登録数の推移

(25ページ参照)

・表４－３－２ 登録世帯数と実施世帯数の推移



⑥ 雪に親しむ冬のイベント等
　本市では、平成２０年の市議会において「小樽観光都市宣言」が決議され、より質の高い
時間消費型観光のまちを目指しています。
　平成３０年度には、観光入込客数が表４-５のとおりとなっており、冬期間（１２月～１
月）の割合は全体の約４割となっています。
　特に、「雪あかりの路」が開催される２月には、全体の約１割に相当する８０万人を超え
る観光客が小樽を訪れており、この期間に合わせて、各町会においても、雪像やスノーキャ
ンドルを作成するなど、冬のイベントを行っています。
　また、これまでも、本市では、スキーなどのウインタースポーツが盛んに行われており、
小中学校のスキー授業はもとより、各種の競技会等が開催されています。
　さらに、市内では、スポーツの力で除雪問題を解決することを理念として活動している
「一般社団法人日本スポーツ雪かき連盟（小樽市稲穂２丁目）」が、「国際スポーツ雪かき
選手権」を、地域住民とイベント参加者の交流による地域コミュニティの活性化をテーマに
実施しています。（図４-４を参照）
　「やっかいもの」と思われる雪を逆説的にいろいろと考えて、雪に親しむ冬のイベント等
を開催していますので、これらのイベント等は、次世代を担う多くの若者（子供たちを含
む）も参加しており、地域コミュニティの輪を広げることや、お互いの連携を強めることな
どが期待されます。

－　２１　－

・表４－５ 月別観光入込客数（平成３０年度）

◆第６回 国際スポーツ雪かき選手権 平成３１年２月１７日開催状

狭隘な生活道路での除雪状況 仮装して、競技を楽しむ参加者

・図４－５ 国際スポーツ雪かき選手権（日本スポーツ雪かき連盟主催）

◆課題６◆
協働の取組として、観光に配慮した除排雪作業や、雪に親しむ冬のイベント等との

情報共有、連携協力の必要があります。

・取組⑨ 雪に親しむ冬のイベント等への協力
●方向性３ 地域で支え合う雪対策の推進 (26ページ参照)

●方向性４ 地域の実情に応じた雪対策の推進

・取組⑫ 観光に配慮した除排雪の推進
(28ページ参照)



⑦ 冬のルール等
　冬の安全で快適な市民生活を実現するために、市民の皆さんに守っていただきたいルール
やお願いする事項があります。
　宅地内の雪を道路に出す行為は「雪出し」と呼ばれており、道路幅員が狭くなるばかりは
なく、道路脇の雪山が高くなり、交通の支障となる場合があります。
　表４-６に示すとおり、「市民の声」に寄せられる項目のなかでも、「雪出し」の件数につ
いては、年間２０件以上があります。

　次に、道路上に駐車している車両は、除排雪作業の支障となったり、緊急車両等の通行に
支障がでる場合も想定されますので、車両は、本来、登録している場所で保管すべきであり
ますが、「市民の声」では、年間２～３件程度の通報があります。
　さらに、毎年、市民の皆さんには、図４-６に示すとおり「除雪だより」等を作成し、市の
除雪作業等への御協力と御理解をお願いしています。

－　２２　－

◆課題７◆

協働の取組として、市民の皆さんには冬に守っていただきたいルール等について、

御理解と御協力をお願いする必要があります。

・取組⑩ 「冬のルールとお願い」の周知

●方向性３ 地域で支え合う雪対策の推進 (26ページ参照)

・表４－６

・図４－６



⑧ 協働の取組（総括）
　行政だけの取組には限界がありますので、今後の雪対策を考える上で、市民の皆さんとの
協働の取組が重要と考えています。
　その総括的なイメージを図４-７に示します。
　「市民、町内会等」、「小樽市社会福祉協議会」、「除雪ボランティア団体等」、「市役
所」の４者の連携・協力が必要と考えています。表４-７に現状の取組を一覧にしています。
　これらの協働の取組については、市と町内会等が一体となって取り組む「地域で支え合う
雪対策」と、市が町内会等団体とコミュニケーションを図りながら取り組む「地域の実情に
応じた雪対策」に分けて、計画に位置付けます。

－　２３　－

・図４－７ 協働の取組のイメージ

・表４－７ 協働の取組



（２） 取組の方向性と具体の取組（重点施策Ⅱ　市民との協働による雪対策の推進）

１） 方向性３　　地域で支え合う雪対策の推進

取組 ⑥　　生活道路の除排雪支援

（ⅰ）貸出ダンプ制度の在り方の見直し

　　　生活道路の排雪支援については、昭和５４年度から「貸出ダンプ制度」を運用してい
       ますが、制度の適正な利用のため、限りある予算を有効に活用するとともに、制度の在
　　り方を見直します。
　　　課題としてあげられるのは、公費負担の公平性の観点から、「道路以外の雪の排雪
　　（屋根、駐車場等）のルールづくり」と「市の財政負担に一定の割合を設定すること」
　　の２点と考えています。
　　　これらの課題を解決するためには、北海道内における他都市の事例を参考に、生活道
　　路の排雪支援として、３種類の方向性を想定しています。
　　　図4-５に示すとおり、
　　　　一つ目は、現行の「貸出ダンプ制度」の改善と継続。
　　　　二つ目は、町内会等団体が事業（作業）主体となり、
　　　　　　　　　市が助成金を負担する「助成金制度」。
　　　　三つ目は、市が作業事業（作業）主体となり、
　　　　　　　　　町内会等団体からは負担金をいただく「パートナーシップ制度」。
　　　今後は、現行の貸出ダンプ制度を、引き続き、運用しながら、市民の皆さんからの
　　御意見等を伺い、将来に向けて、生活道路の排雪支援の在り方についての検討を進め
　　ます。

（ⅱ）小型除雪機の購入等支援

－　２４　－

　　　市が行う除雪は、大型機械による作業が主となりますので、急坂、狭隘な生活道路、
　　歩道等の除雪が難しい状況があります。
　　　そのため、地域の方々が地域貢献のための除雪作業を行う場合、小型除雪機（１０
　　馬力程度）を活用した除雪作業を、新たな協働の取組として、市が支援を行うことを
　　検討します。
　　　支援の方法については、今後の制度設計になりますが、町内会等の団体が小型除雪機
　　を購入する場合の補助、または、借り上げる場合（レンタル等）の助成等を想定してい
　　ます。
　　　併せて、町内会等のエリアで、除雪が困難な高齢者宅等を小型除雪機を活用して、地
　　域で支え合うこと期待しています。

　「生活道路の除排雪支援」に取組む内容は、次の（ⅰ）～（ⅲ）のとおりです。併せて、
目標となる指標を示します。

　地域で支え合う雪対策を進めるためには、町内会等の近隣住民の皆さんの普段からの助け
合いが必要となりますので、市は様々な支援を行うことを検討します。

図４－５ 生活道路の除排雪支援の方向性



（ⅲ）雪置場の確保
　　　地域住民の皆さんが除排雪作業に使用する「雪置場」を確保する場合、土地所有者の
　　了解を得られやすくするように、新たな協働の取組として、市が支援を行うことについ
　　て検討します。
　　　支援の方法については、今後の制度設計になりますが、町内会等が「雪置場」を確保
　　する時に、市がその費用の一部を助成することなどを想定しています。

取組 ⑦　　砂まきボランティアの推進

（ⅰ）砂まきボランティアのPR活動

（ⅱ）散布用砂袋を配達する作業の効率化
 

取組 ⑧　　福祉除雪等の推進

（ⅰ）福祉除雪サービス事業の充実とＰＲ活動

（ⅱ）町内会等との連携と協力

－　２５　－

　「砂まきボランティアの推進」に取組む内容は、次の（ⅰ）、（ⅱ）のとおりです。併せ
て、目標となる指標を示します。

　　　広報おたる、ホームページ等で、砂まきボランティア制度の周知を継続するとと
　　もに、個別の登録に加えて、町内会等団体単位での登録、協力をお願いします。

　「福祉除雪等の推進」に取組む内容は、次の（ⅰ）、（ⅱ）のとおりです。併せて、目標
となる指標を示します。

　　　「除雪ボランティア講座」の開催など、福祉除雪等のPR活動を支援します。
　　　特に、平日の除雪ボランティア活動を支える個人登録数の確保に努めます。
　　　また、有償ボランティアなどの新たな仕組みづくりについての検討を行います。

　　　人力による除雪作業が主となることから、地域で支え合う仕組みについて、
　　地域住民、民間ボランティア団体等の方々と情報を共有し、連携と協力を行い
　　ます。



取組 ⑨　　雪に親しむ冬のイベント等への協力

（ⅰ）情報共有と連携、協力

取組 ⑩　　「冬のルールとお願い」の周知

（ⅰ）冬に守っていただきたいルール事項の励行
　　　冬に守っていただきたいルール事項として、次の２項目を周知します。
　　　・宅地内の雪出し禁止
　　　　　宅地内の雪などを道路に出すと、道路が狭くなったり、事故の原因になります。
　　　　　特に、ロードヒーティングの箇所への雪出しは、走行する車にとって大変危険
　　　　となるだけでなく、過大な電気代が発生しますのでやめましょう。
　　　・路上駐車の禁止
　　　　　除排雪作業の妨げと緊急車両等の通行にも支障があります。

（ⅱ）冬のお願い事項への協力

　　　・玄関前等に残った雪の処理は各家庭でお願いします。

　　　　　道路除雪は、限られた時間で作業するため、玄関前などに雪が残ってしまいます。

　　　・砂まき（砂回収）に御協力をお願いします。

　　　・雪押場の無償提供をお願いします。

　　　　　道路除雪で、道路脇に堆積する雪の量を減らすことができます。

　　　・屋根から落雪しないように管理の徹底をお願いします。

　　　　　屋根からの落雪は、歩行者を巻き込んだ事故につながる恐れがあります。

　　　・子供を危険な場所で遊ばせないでください。

　　　　　道路脇に積まれた雪山で遊ぶと、滑り落ちて道路へ飛び出す恐れがあります。

　　　・冬は常に慎重な運転をお願いします。

　　　・悪天候時は冬は常に慎重な運転をお願いします。

－　２６　－

　　　　　悪天候時に外出すると、「車が埋まった」、「視界が悪く動けない」などの状況
　　　　に陥る危険があります。

　　　　　ロードヒーティング設置箇所においても、降雪状況などによって融雪の速度が追
　　　　い付かない場合がありますので、注意が必要です。

　「雪に親しむ冬のイベント等への協力」に取組む内容は、次のとおりです。併せて、目標
となる指標を示します。

　　　雪に親しむ冬のイベント等が、地域で支え合う雪対策への取組につながるように、主
　　催する団体や町内会等との情報を共有し、連携と協力を行います。

　冬期間の道路の円滑な交通を確保するため、市民の皆さんには冬に守っていただきたい
ルール（２項目）と冬のお願い（７項目）を周知し、協働の取組として、地域の皆さんと連
携します。

　　　冬のお願い事項として、次の７項目を周知します。

　　　　　つるつる路面への滑り止め材（砂）散布や融雪期の滑り止め材の回収を行う「砂
　　　　まきボランティア」を募集しています。



２） 方向性４　　地域の実情に応じた雪対策の推進

　地域の実情は様々であることから、市と町内会等団体（商店街街も含む）が、さらなるコ
ミュニケーションを図り、その地域に合った雪対策を一緒に考えていくことが必要と考えて
います。
　そのための方策のひとつとして、図４-６に示すとおり、例えば、町内会においては、市が
派遣する町会支援員が橋渡し役となることで、市との意思疎通を図りやすい環境をつくるこ
とや、地域内に居住している市職員（退職者を含む）の町会活動への参加を促がすことなど
の「きっかけ」になることを期待しています。
　市は、町内会等団体と、除雪懇談会等を通じて、地域からの提言等を受けるなど、さらな
るコミュニケーションを図り、協働の取組を進めることで、地域の実情に応じた雪対策を
行っていくことが可能になるものと考えています。

取組 ⑪　　地域の実情に応じた除排雪作業の工夫

（ⅰ）地域の実情に応じた連携と協力

－　２７　－

　「地域の実情に応じた除排雪作業の工夫」に取組む内容は、次のとおりです。併せて、目
標となる指標を示します。

　　　地域の実情に応じた雪対策は、降雪による除雪のタイミングを夜間作業から日中の
　　作業に調整することや、地域の小規模な空き地を活用した除排雪作業を行うことなど
　　を、町内会等団体の皆さんと、相談しながら、連携と協力のもと、工夫しながら進め
       ます。

・図４－６ 町会支援員

・図４－７ 地域の実情に応じた雪対策

・除排雪作業の工夫

除排雪作業のタイミングを調整等

空き地を活用した除排雪作業



取組 ⑫　　観光に配慮した除排雪の推進

（ⅰ）歩行者等の安全で安心な通行の確保
　　　「小樽観光都市宣言」の一助となるよう、「雪あかりの路」等の冬の観光イベントに
　　配慮し、歩行者等の安全で安心な通行を確保します。
　　　併せて、小樽に来訪する人々の交通の拠点となる小樽駅前広場の排雪を適切なタイミ
　　ングで行います。

－　２８　－

　「観光に配慮した除排雪の推進」に取組む内容は、次のとおりです。併せて、目標となる
指標を示します。



5 重点施策Ⅲ　雪堆積場等の確保
（１） 現状と課題

① 雪堆積場等
　排雪の受入れ先として、表５-１に示すとおり、市民が利用できる雪堆積場等が５か所、道
路管理者（市）のみが利用している１０か所あります。
　特に、海水温を利用して融雪している中央ふ頭基部の雪処理場に依存する割合が高く、全
体の約６割の排雪量を処理しています。
　また、一般市民が排雪している量（民間排雪量）は、平成３０年度において、全体の約６
割の１００万立方メートルとなっています。
　さらに、排雪の受け入れ先は、将来の土地利用の変化等により、使用できなくなる可能性
がある場所もあります。

－　２９　－

※雪堆積場等の種別

◆課題1◆
市内の雪堆積場等は、中央ふ頭基部の雪処理場に依存する割合が高く、大雪時に

は処理能力不足となり、一時的に受入れ制限を行う事態が発生することもあります。

大雪時のリスク分散や、通常時の運搬経費を縮減するために、他の受入れ先を検討

する必要があります。

●方向性５ 大雪に備えた雪堆積場等の確保

・取組⑬ 恒久的な雪堆積場等の確保
(31ページ参照)

●方向性６ 効率的な雪対策への貢献

・取組⑮ 排雪量を減量する工夫

(32ページ参照)

・表５－１ 市内の雪堆積場等の利用状況

グラウンド

グラウンド



② 雪押場
　市が除雪作業時に使用している「雪押場」は、除雪ステーション別に表５-２とおりとなっ
ています。地域ごとの「雪押場」の箇所数に差が有りますが、平成３０年度は、４３９か所
を利用しています。
　「雪押場」として活用している場所には、河川敷地、公園敷地、空地となっている民地等
があります。
　除雪した雪を「雪押場」に入れることにより、除雪作業で道路脇に寄せられる雪（置き
雪）の量を軽減することが可能となります。
　また、雪押場に堆積した雪を排雪する場合もありますが、雪押場からの排雪量を減量する
ことで、この排雪作業に関わる費用を縮減することが可能となります。

－　３０　－

・表５－２ 市内の雪押場の利用状況

「雪押場」を利用した除雪作業は、各家庭の間口への置き雪の量等を軽減すること

が可能になりますので、「雪押場」を確保する必要があります。

また、コスト縮減のために、「雪押場」からの排雪量を減らす必要があります。

◆課題２◆

・取組⑭ 雪押場の確保

(31、32ページ参照)●方向性６ 効率的な雪対策への貢献

・取組⑮ 排雪量を減量する工夫

・（参考） 排雪作業に関わる費用（平成３０年度）

※ 平成３０年度の排雪作業に係る費用は、雪堆積場等での処理費を含む合計が、

６億３，２００万円であり、除雪費全体の約４割を占めています。

除雪ステーション別の雪押場（H30）



（２） 取組の方向性と具体の取組（重点施策Ⅲ　雪堆積場等の確保）

１） 方向性５　　大雪に備えた雪堆積場等の確保

　排雪の受け入れ先は、中央ふ頭基部の雪処理場に大きく依存している状況があります。
　大雪時に備えて、リスク分散のために、恒久的な使用が可能な雪堆積場等を確保します。

取組 ⑬　恒久的な雪堆積場等の確保

（ⅰ）新たな雪堆積場等の確保に向けた情報収集、調査、研究
　　山坂が多く、広く平坦な土地の確保が難しいという地形的な制約がありますが、恒久的
　に使用出来るような雪堆積場等の確保に向けて、候補地となる土地等の情報収集と調査、
　研究を行います。

（ⅱ）融雪施設、流雪溝の調査、研究
　　海水、下水処理水等を利用した大規模な融雪施設や流雪溝の導入についての調査、研究
　を行います。

２） 方向性６　　効率的な雪対策への貢献

　排雪作業は道路上の除雪作業が困難な場合等に行いますが、地域内の小規模な空地等を活
用して、効率的な除排雪作業を行います。

取組 ⑭　雪押場の確保

（ⅰ）置き雪の量の軽減
　　道路の除雪作業で発生する置き雪は、各家庭での処理を基本としていますが、雪押場を
　確保することで、置き雪の量の軽減に努めます。

（ⅱ）地域住民の皆さんとの連携、協力
　　地域内の土地利用に詳しい住民の皆さんと、空地等の情報を共有し、連携と協力を行い
　ながら、雪押場等（雪置場含む）の確保を目指します。

－　３１　－

　「恒久的な雪堆積場等の確保」に取組む内容は、次の（ⅰ）、（ⅱ）のとおりです。併せ
て、目標となる指標を示します。

　「雪押場等の確保」に取組む内容は、次の（ⅰ）、（ⅱ）のとおりです。併せて、目標と
なる指標を示します。



取組 ⑮　　排雪量を減量する工夫

（ⅰ）雪押場からの排雪量の減量

（ⅱ）雪を活用する工夫
　　全国的な雪の活用事例として、施設内に集積した雪などからの融雪水（冷水）を施設内
　に循環させて冷房することや、雪で冷えた空気（冷風）を倉庫内に循環させて農作物を低
　温貯蔵することなどがあります。
　　本市においても、将来に向けて、雪を資源としてとらえ、その有効活用についての情報
　収集と調査、研究を進めます。

－　３２　－

　「排雪量を減量する工夫」に取組む内容は、次の（ⅰ）、（ⅱ）のとおりです。併せて、
目標となる指標を示します。

　　雪押場等に堆積している雪を、排雪せずに、その場で融雪を促がすことなど、コスト縮
　減の取組として、地域からの排雪量を減らす工夫について検討します。
　　このことにより、排雪に関わる運搬経費等、雪堆積場等の管理経費の縮減につながる取
　組となります。



6 基本計画の進行管理

（１） 計画期間
　雪対策基本計画は、第７次小樽市総合計画を上位計画とするものであり、令和２年度から
令和１０年度までを計画期間とします。ただし、令和５年度に中間見直しを行うものとする
ほか、必要に応じて見直しを検討することとします。

（２） 計画の進行管理
　計画の進行にあたっては、社会環境等の変化や市民ニーズ等を踏まえて、毎年度、各取組
に対する効果的な進め方を財政状況を考慮しながら検討します。
　そして、重点施策の取組で設定する指標の推移などから、「ＰＤＣＡ」サイクルを確立
し、より効果的・効率的な施策の展開を図ります。
　さらに、新たな取組については、実施の段階（Ｄｏ）で、小規模なエリア、モデルケース
により、試行期間を設定し、改善や見直しを行いながら、全市的な取組となるように進めま
す。

（３） 取組の目標となる指標及びスケジュール

　令和元年度に実施した市民アンケートの「除排雪」における指標を表６－１に示します。

　また、各重点施策に位置付けた具体の取組について、目標となる指標及び進行スケジュー
ルを次ページに示します。
　これらの指標等を参考に、今後の雪対策を「ＰＤＣＡ」サイクルにより、事業の見直しを
行いながら進めます。

－　３３　－

・改善、見直し

◆除雪作業を担う

建設業の人材不足
◆市民ニーズ等

「市民の声」、

除雪懇談会等）

◆社会環境の変化◆財政状況

・小規模なエリア設定

モデルケースの設定

・試行の実施

・課題等の整理

新たな取組

（人口減少、

高齢化の進行等）
（一般財源予算、

経常収支比率等）

・表６－１ 市民アンケート指標 「除排雪」

※第７次小樽市総合計画より

・調査、研究

・図６－１ 計画の進行管理 「ＰＤＣＡ」サイクル



基本計画の進行管理表

内容 目標値等 現状値等
（H30)

内容 目標値等 現状値等

1 冬の安全で安心な ① 地域総合除雪体制による （ⅰ）地域総合除雪体制の継続、維持 継続 継続 構成員数の現状維持 27社 27社

（ⅱ）予防保全的な除排雪作業の実施 継続 継続 除排雪等に対する「市民の声」件数 2,100件 2,697件 除雪依頼及び排雪依頼の「市民の声」の件数 1,120件 1,171件

② 交通事業者等との連携強化 （ⅰ）バス道路等の幹線道路の安全な通行の確保 継続 継続 0日 4日

（ⅱ）通学路の安全確保 継続 継続 100% 70%

（ⅲ）市職員等による道路状況のモニタリング情報の活用 試行 実施→ 継続 21人以上 - 21人以上 ―

（ⅳ）国道、道道の道路管理者との除雪体制連絡会議の充実 継続 継続 3回 1回 3回 2回

（ⅴ）市民の皆さんとの情報共有 調査・研究 実施→ 継続 － - - 道路情報の発信及び収集 現状値以上 4,103人

2 持続可能な ③ 除雪ステーションにおける （ⅰ）ＩＣＴ（情報通信技術）の導入 調査・研究→（R5年度を目途） 調査・研究を継続→（R10年度を目途） ICT試行回数 3回 1回

（ⅱ）除雪業務における技術の継承 調査・研究→（R5年度を目途） 調査・研究を継続→（R10年度を目途） 技術の継承に向けた取組事例数 1事例以上 0事例

（ⅲ）除雪業務の担い手の確保 調査・研究→（R5年度を目途） 調査・研究を継続→（R10年度を目途） 現状値以上 21人 現状値以上 21人

（ⅳ）除雪事業者の確保 調査・研究→（R5年度を目途） 調査・研究を継続→（R10年度を目途） 除雪登録業者数 現状値以上 41社 除雪登録業者数 41社 37社

（ⅴ）除雪ステーション間の連携・協力 調査・研究 実施→ 調査・研究を継続→（R10年度を目途） 取組の事例数 7事例以上 － ICT試行回数 3回 1回

④ 除雪機械の （ⅰ）除雪機械の更新 継続 継続 19台 19台 15台 15台

（ⅱ）除雪機械の維持 継続 継続 市所有の除雪機械台数 38台 28台 市所有の除雪機械台数 35台 35台

（ⅲ）除雪機械の確保 実施→ 継続 3台 - 3台 2台

⑤ ロードヒーティング設備の （ⅰ）ロードヒーティング長寿命化計画の策定 実施→ 継続 － - - ロードヒーティング設備更新 74か所 11か所

（ⅱ）ロードヒーティング経費の縮減 継続 継続 21,000m2 13,817m2 16,134m2 15,904m2

（ⅲ）地域熱（下水熱等）の活用 調査・研究（R5年度を目途） 情報収集→（R10年度を目途） － - - 再生可能エネルギー活用の情報収集件数 7件以上 2件

3 地域で支え合う ⑥ 生活道路の除排雪支援 （ⅰ）貸出ダンプ制度の在り方の見直し 継続 継続 実施団体数 270団体 226団体 実施団体数 175団体 175団体

（ⅱ）小型除雪機の購入等支援 調査・研究 実施→ 試行・検討→（R8年度を目途） － - - 小型除雪機無償貸出の試行 3団体以上 1団体

（ⅲ）雪置場の確保 調査・研究→（R5年度を目途） 情報収集・検討→（R8年度を目途） － - - 他都市の事例収集件数 10市 5市

⑦ 砂まきボランティアの推進 （ⅰ）砂まきボランティアのＰＲ活動 継続 継続 180人以上 153人 180人以上 168人

（ⅱ）散布用砂袋を配達する作業の効率化 継続 継続 20団体以上 - 現状値以上 2か所

⑧ 福祉除雪等の推進 （ⅰ）福祉除雪サービス事業の充実とＰＲ活動 継続 継続

（ⅱ）町内会等との連携、協力 継続 継続

5 大雪に備えた ⑬ 恒久的な雪堆積場等の確保 （ⅰ）新たな雪堆積場等の確保に向けた情報収集、調査、研究 継続/ 調査、研究→（R５年度を目途） 継続

（ⅱ）融雪施設、流雪溝の調査、研究 調査、研究→（R５年度を目途） 情報収集→（R10年度を目途） － - - 7件以上 2件

6 効率的な ⑭ 雪押場の確保 （ⅰ）置き雪の量の軽減 継続 継続

（ⅱ）地域住民の皆さんとの連携、協力 継続 継続

⑮ 排雪量を減量する工夫 （ⅰ）雪押場からの排雪量の減量 継続 継続 排雪条件付き雪押場箇所数 80か所 98か所

（ⅱ）雪を活用する工夫 調査、研究→（R５年度を目途） 情報収集→（R10年度を目途） 雪の活用事例の把握 現状値以上 8事例

－　３４　－

439か所

530か所以上 513か所　　雪対策への貢献

5か所

Ⅲ

 

雪

堆

積

場

等

の

確

保

　　雪堆積場等の確保

大規模な融雪施設や流雪溝の情報収集件数

雪押場の箇所数

雪押場の箇所数

530か所以上

新たな雪堆積場等の確保数 １か所以上 - 新たな雪堆積場等の確保数 現状値以上

（ⅰ）歩行者等の安全で安心な通行の確保 継続 継続 5.4ｋｍ 2.7ｋｍ 6.4ｋｍ 6.4ｋｍ

20団体以上 1団体
雪対策の推進

⑫
観光に配慮した
　　　　　　　　除排雪の推進

観光に配慮する路線延長 観光に配慮する路線延長

町会等団体数4 地域の実情に応じた （ⅰ）地域の実情に応じた連携と協力 実施、調査・研究→ 調査・研究→

継続

（ⅰ）冬に守っていただきたいルール事項の励行 継続

2事例

⑩ 「冬のルールとお願い」の周知 「市民の声」のうち「雪出し」

「冬のルールとお願い」の周知方法

⑨
雪に親しむ
　　冬のイベント等への協力

（ⅰ）情報共有と連携、協力 継続

0 2

現状値以上 5種類

「市民の声」のうち「違法駐車」

160人以上 133人 160人以上 134人

継続 0 21

継続 １事例以上 - 2事例以上
冬のイベント等主催者との

情報共有等の事例数
冬のイベント等主催者との

情報共有等の事例数

（ⅱ）冬のお願い事項への協力 継続

Ⅱ

　

市

民

と

の

協

働

に

よ

る

雪

対

策

の

推

進

雪対策の推進

砂まきボランティアの登録数 砂まきボランティアの登録数

町会等団体数

Ⅰ

　

効

率

的

な

雪

対

策

の

充

実

交通の確保 安全な交通の確保

大型土のう袋での配達箇所数

除雪ボランティアの登録数 除雪ボランティアの登録数

⑪
地域の実情に応じた
　　　　　　除排雪作業の工夫

町会等団体数 20団体以上 -

計画策定

計画的な維持・更新
ロードヒーティングの部分停止面積 ロードヒーティングの部分停止面積

稼働年数１５年以上の除雪機械の更新台数 稼働年数１５年以上の除雪機械の更新台数

計画的な維持・更新

新たに市が確保する機械台数 新たに市が確保する機械台数

除雪ｽﾃｰｼｮﾝに配置する管理技術者の人数 除雪ｽﾃｰｼｮﾝに配置する管理技術者の人数

取組の事例数 7事例以上 -

道路情報を提供する市職員等の人数 道路情報を提供する市職員等の人数

除雪体制連絡会議の開催回数 除雪体制連絡会議の開催回数

雪対策の推進 管理運営の効率化

R７ R８ R９ R10

指　　標

当初 中間見直しR1 R２ R３ R４ R５ R６

小学校３学期始業式前までに主要通学路の
排雪作業実施の有無

重点
施策

取組の方向性 取組 具体の取組

道路状況悪化に起因する市内路線バスの
運休日数


